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研究成果の概要（和文）：全国の介護保険施設の介護職・看護職を対象に調査を行い、腰痛と腰痛予防対策への
取り組み、腰痛と生活や環境を含む要因との関連を分析した。腰痛は姿勢保持や歩行、睡眠等の日常生活に影響
する可能性が示唆された。また、仕事に過度に傾注せざるを得ない状況や職務満足・仕事継続意思が腰痛に関与
する可能性も推測された。腰痛予防対策として身体・心理的負荷の軽減を図り、意欲を持って仕事できるような
勤務環境を整備することの重要性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：Care workers/nurses in long-term care insurance facilities throughout Japan 
were surveyed to analyze the relationship between low back pain and adoption of measures to prevent 
low back pain and between low back pain and factors such as daily life activities and the 
environment. Low back pain affected daily life activities by exerting an influence on posture 
maintenance, walking and sleeping. In addition, circumstances that forced the care workers/nurses to
 excessively concentrate their efforts on their work and satisfaction with the job/intention to 
continue working were also speculated as being involved in the occurrence of low back pain. The 
findings suggested that as low back pain preventive measures, it is important to reduce the 
physical/psychological load and create a working environment that would keep the care workers/nurses
 motivated to work.

研究分野： 高齢者看護学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
高齢者ケアの現場では、介護・看護職員の腰痛の増加が顕著である。腰痛は離職意向にも影響するといわれてお
り、人材確保の観点からも重要な課題である。高齢者の安全や生活の質を保証するためにも職員の腰痛予防が重
要であるが、腰痛に関連する要因および福祉機器・補助具の利用、導入をはじめとする取り組みや効果に関する
報告は少ない。高齢者ケアに従事する介護・看護職の腰痛と腰痛予防への取り組み、腰痛に関連する要因につい
て調査した結果を分析し、腰痛発生要因の検討や予防対策の基礎的資料とする。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
高齢者ケアの現場において、看護職・介護職の腰痛発生の増加が顕著となっている。腰痛は離

職の原因にもなっており、人材確保の観点からも重要な課題といえる。腰痛には原因が特定でき
る特異的腰痛と厳密な原因が特定できない非特異的腰痛がある。非特異的腰痛は腰痛の約 85%
を占め、職業性腰痛（作業関連性腰痛）もそのひとつとして考えられている 1)。腰痛の発生には、
従来から指摘されていた身体的負荷や長時間の前傾姿勢に加え、心理症状や職場の雰囲気と公
正さ 2)、仕事に対するストレス 3)等、様々な身体的・心理社会的要因との関連が報告されている。
また、腰痛への介入として、人間工学・身体訓練・認知行動訓練の多面的介入の有用性 4)が示さ
れる一方で、腰痛予防には体幹筋力そのものよりも、身体活動が関連するとの報告もある 5)。 
高齢者ケアの現場では、日常生活・療養生活上の支援はケア内容の多くを占めており、移乗・

移動介助をはじめ腰痛発生リスクと切り離すことが難しいことから、職業性腰痛の視点から腰
痛とケアを含む環境との関連性を検討することが重要といえる。腰痛と看護作業との関連につ
いて病院勤務の看護師を対象とした調査 6)では、体位変換やベッド上での移動が身体的に最もつ
らい作業として挙げられているが、高齢者ケアに従事する介護・看護職の腰痛と生活や環境等と
の関連についての報告は少ない現状にある。 
腰痛予防対策として、海外では福祉用具の使用促進に向けた組織的介入が行われ、効果をあげ

ている。日本では、2013 年に職場における腰痛予防対策指針が改訂され、高齢者介護を行う労
働者の腰痛リスクや具体的な予防対策が示されたが、福祉機器や補助具の利用は 3 割以下であ
り 7)、導入への取り組みや効果に関する報告も少ない。 
高齢者ケア従事者の腰痛と腰痛予防への取り組み、腰痛に関連する要因に関して調査するこ

とは、腰痛発生要因の検討や予防対策の基礎的資料となり得る。介護職・看護職の健康管理は、
ケアを受ける高齢者の安全や生活の質にも影響すると共に、腰痛による離職の増加を防ぐため
にも重要であるといえる。 
 
２．研究の目的 
（１）高齢者ケアに従事する者の腰痛を含む健康状態と仕事継続、ケアへの影響について、介護
サービス事業所に勤務する看護職を対象に行った調査結果から明らかにする。 
（２）高齢者ケアに従事する介護職・看護職の腰痛と腰痛予防への取り組み、腰痛と日常生活や
環境を含む要因との関連について、全国の介護保険施設に勤務する介護・看護職を対象とした調
査結果から明らかにする。 
 
３．研究の方法 
（１）介護サービス事業所に勤務する看護職の職場環境や仕事継続意思、ケアの状況に関する実
態を把握することを目的として研究者が行った調査「A県介護サービス事業所に勤務する看護職
を対象とした実態調査」および「全国介護サービス事業所 2,000 施設の看護職を対象とした調
査」結果について、腰痛を含む健康状態と仕事継続、高齢者ケアへの影響について分析した。 
（２）全国の介護保険施設に勤務する介護・看護職を対象に郵送法による無記名質問紙調査を行
い、腰痛と腰痛予防への取り組み、腰痛に関連する要因を分析した。 
対象と方法：全国の高齢者ケアに従事する介護職・看護職を対象とした。インターネットに掲

載されている厚生労働省介護サービス指定公表システムにより公表されている全国の介護保険
施設から無作為に抽出した計 400 施設のうち、管理者の承諾が得られた施設に勤務する介護職・
看護職を対象とした。1施設につき介護職・看護職合計 5名に協力を依頼した。 
調査内容は、腰痛症の既往、3ヶ月以上続く腰痛の有無・程度、腰痛による日常生活や仕事の

障害の程度、腰痛予防に関する研修会参加状況、腰痛予防マニュアルの有無、福祉用具の使用状
況、職場の種類・勤務形態・労働時間とした。仕事に対する態度・行動を日本語版努力－報酬不
均衡モデル職業性ストレス調査票オーバーコミットメント（OC）短縮版(6 項目,Range6-24;
堤,2000.作成者の許可を得て使用）8)で測定した。他、主観的健康感、睡眠、属性等で構成した。 
分析方法は、各項目間のクロス集計･χ2 検定を行った。また、腰痛の有無と各項目間とのχ2

検定を行った。OCは作成者が推奨する高得点 3分位をハイリスク群として分析した 8)。 
 

４．研究成果 
（１）高齢者ケアに従事する者の腰痛を含む健康状態と仕事継続、ケアへの影響に関する分析 
 A 県介護サービス事業所に勤務する看護職を対象とした実態調査（分析対象数 290）の分析を
行った。その結果、仕事継続意思がない者は、仕事継続意思がある者と比較して、身体的健康状
態・こころの健康状態がよくないと回答した者が多かった（p<0.05）。さらに転職したいと思う
理由に「腰痛がひどく体力的にきつい」「腰痛悪化への不安」「腰痛により他のスタッフに迷惑を
かけているから」等腰痛を原因とした健康上の不安が挙げられており、本調査結果においても腰
痛は仕事継続意思、離職の意向に影響する可能性が推察された。全国介護サービス事業所 2,000
施設の看護職を対象とした調査（分析対象数 640）の分析結果からは、身体的・精神的健康状態
や仕事継続意思がケアにおける道徳的感受性にも関与する可能性が明らかとなった。職員の健
康管理は仕事の継続および高齢者ケアの質を高めるためにも重要な視点であると考えられた。 
（２）全国の介護保険施設に勤務する介護・看護職を対象とした郵送法による無記名質問紙調査 
641(32.1%)の回答が得られ、回答に不備のない 609(30.5%)を分析対象とした。分析対象は、



女性 73.4%、平均年齢 42.8 歳（SD=11.4）、介護職 36.8%、看護職 48.5%であった。介護・看護職
としての経験は 10 年以上 20 年未満が 41.8%と最も多く、職場の種類では介護老人福祉施設（特
別養護老人ホーム）41.1%、介護老人保健施設 18.2%の順に多かった。 
腰痛があると回答した者の割合は全体で 35.0%、介護職では 53.6%、看護職では 27.8%であっ

た。腰痛により同じ姿勢を続けることが困難である 60.9%、腰の痛みのため仕事がつらく横にな
りたいと思う 33.6%、腰痛により日常の活動で歩行や階段の昇降などが困難である 31.1%という
結果から、腰痛が姿勢や歩行等の身体活動、仕事に影響していることが示された。介護・看護時
の状況では、ベッドを適切な高さに調整しているか、不自然な姿勢を避けるよう心がけているか
の質問ついて、していると回答した者は約 5割であった。一方、腰部に過度な負担がかかる作業
では無理に 1 人で作業せず複数で行っているか、対象者を人力で抱えざるを得ない場合は対象
者の状態や体重を考慮し、身長差の少ない 2名以上で作業しているかについては、していないと
回答した者が 2 割を超えていた。これらの背景には人員不足や日常的に複数で作業を行う習慣
がない等環境的な要因も影響していると考えられた。 
腰痛予防への取り組みでは、腰痛予防に関する研修を受けたことがない 41.9%、職場に腰痛予

防に関するマニュアルがない 48.5%であった。腰痛予防ベルトやサポーターの使用は 45.7%、ケ
アにおける福祉用具の使用については、スライディングシート 24.1%、スライディングボード
28.2%、移動式リフト 13.6%にとどまり、職場にそれらの福祉用具がないと回答した者は 4 割を
超えていた。福祉用具を使用しない理由で最も多かったのは人手不足、次いで用具の数が不足、
時間がない、使用方法が分からない、その他として面倒、購入資金がない、要望しても購入して
もらえない等、職場の環境や経済面の理由も挙げられた。福祉用具の導入には、経済状況や管理
者の意向等様々な要因が影響していると考えられ、活用の促進には各業所に任せた対応では十
分とはいえず、事業所を超えた組織的な介入も必要ではないかと考える。 
 対象者の健康状態や睡眠について、身体的に健康でない 24.8%、こころの健康状態がよくない
35.2%、睡眠の質がよくない 28.3%であった。自由記述では、健康状態の不安からいつまで働き
続けられるか分からない、腰痛を労災と認めてもらえなければ健康管理上も経済面でも厳しい、 
腰痛や膝の痛みを我慢していることが精神的にもつらい等の記述があり、日常的に苦痛や不安
を抱えながら勤務にあたっていることが分かった。 
仕事に関して、満足している 44.1%、満足しているとはいえない 55.8%、今後も現在の職場で

働きたい 39.7%、働きたいと思わない 60.0%であった。オーバーコミットメント（OC）値の平均
は 14.7(SD=3.61)、OC ハイリスク群（16点以上）は 226 名(37.1%)であり、ハイリスクの割合は
一般企業職員や医師と比べて高く、仕事に過度に傾注せざるを得ない環境や状況が示された。 
 腰痛ありと回答した者において、身体的な健康状態がよくない、こころの健康状態がよくない、
仕事への満足感がない、仕事継続意思がない、OC 値ハイリスク状態である、職場に腰痛予防マ
ニュアルがない、睡眠の質がよくない者の割合が高かった（p<0.05）。 
腰痛と日常生活や環境を含む要因との関連について、心身の健康状態・睡眠、職務満足･仕事

継続意思、仕事に過度に傾注せざるを得ない状況等が腰痛に関与する可能性が推測された。腰痛
予防対策としてマニュアル等の整備の他、身体・心理的負荷の軽減を図り、意欲を持って仕事で
きるような勤務環境を整備することの重要性が示唆された。 
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